
 

  

今夏䛾沖縄大会䜢機䛻第 7 期会長䛻就任䛔䛯䛧䜎䛧

䛯䚹本学会䛾発展䛾䛯䜑䛻䛿䚸䜒䛖ᑡ䛧若䛔世代䛛䜙䜘

䜚地力䛾䛒䜛方䛜選出䛥䜜䜛䛣䛸䛜望䜎䛧䛔䛸思䛳䛶䛚䜚

䜎䛧䛯䛜䚸䜎䛪䛿䜘䜝䛧䛟䛚㢪䛔䛔䛯䛧䜎䛩䚹 

沖縄䛿私䛾研究人生䛾䝇䝍䞊䝖䛻䛸䛳䛶忘䜜䜙䜜䛺䛔

地䛷䛩䚹今䛛䜙䛱䜗䛖䛹 40 年前䛾 1971 年秋䚸国民教育

研究所䠄民研䠅䛾䛂沖縄教育委員会制度研究調査団䛃䠄団

長䞉五十嵐㢧東大教授䠅䛾一員䠄博士課程 2 年䠅䛸䛧䛶䛿

䛨䜑䛶訪沖䛧䜎䛧䛯䚹米軍政下䛸䛔䛖厳䛧䛔環境䛾䜒䛸䛷

沖縄県民䛜創造䛧䚸堅持䛧䛶䛝䛯独自䛾公選制教委制

度䛾実態調査䛜目的䛷䛧䛯䚹本土復帰䛾前年䛷䛒䛳䛯

䛯䜑䚸米国大使㤋発行䛾䝡䝄䛸䝗䝹紙幣䜢携䛘䚸䜔䜔緊

張䛧䛯気分䛷䛾訪沖䛷䛧䛯䚹沖縄䛾第一印象䛿䛒䜙䜖䜛

㠃䛷強烈䛷䛒䜚䚸調査䜢䛸䛚䛧䛶得䛯知見䜔課㢟䛿実䛻

大䛝䛺䜒䛾䛷䛧䛯䚹沖縄問㢟䜢除䛔䛶䛿ᑡ䛺䛟䛸䜒戦後日

本䛾教育䛸教育政策䛾全体䛿語䜜䛺䛔䛾䛷䛿䛺䛔䛛䛸

䛾感䜢強䛟持䛱䜎䛧䛯䚹  

本学会䛾発足䛿䛭䜜䛛䜙 20 年余䜢䜈䛯 1993 年䛾䛣

䛸䛷䛩䚹学会創設䛾必要性䜢痛感䛥䜜䛶䚸周辺䛾中堅研

究者䛯䛱䛻設立䛾準備䛻着手䛩䜛䛣䛸䜢強䛟説䛛䜜䛯䛾

䛿城丸章夫先生䠄千葉大学䞉当時䠅䛷䛧䛯䚹私自身䛿新

学会䛾創設䛻䛿䜐䛧䜝消極的䛷䛧䛯䚹䛩䛷䛻ᑡ䛺䛛䜙䛼

㢮似学会䠄教育社会䚸教育経営䚸教育行政䚸教育法䛺䛹

䛾諸学会䠅䛜活動䛧䛶䛚䜚䚸屋上屋䜢重䛽䜛䛣䛸䛻䛺䜛䛾

䛷䛿䛺䛔䛛䛸思䛳䛯䛛䜙䛷䛩䚹 

城丸先生䛜強䛟教育政策学会䛾創設䜢説䛛䜜䛯䛾

䛿䚸先生䛾䝴䝙䞊䜽䛺教育学構想䛜䛭䛾䝧䞊䝇䛻䛒䛳䛯

䛾䛷䛿䛺䛔䛛䛸思䛔䜎䛩䚹䛩䛺䜟䛱䚸城丸教育学構想䛻

三上昭彦䠖第 7期 新会長挨拶 

危機䛾䛺䛛䛷䝎䜲䝘䝭䝑䜽䛺教育政策研究䛾推進䜢 
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《年報ᇹ 19号投ᆜ原ᆜの募ᨼ》 

投ᆜのဎしᡂみは Eメールで、10

உ 10ଐまで。ᛇኬはഏページをご

ᚁ下さい。 

䜘䜜䜀䚸䛂教育学䛸䛔䛖学問䛿䚸教育実践䛸教育政策

䜢対象䛸䛩䜛䛃䜒䛾䛷䛒䜚䚸䛂教育政策学䛿䚸狭義䛾教

育政策学䠄教育行財政学䚸教育法学䛺䛹䇷三上䠅䜢

内䛻包䜏䛣䜏䛺䛜䜙䚸社会䛾大䛝䛺䛧䛟䜏䛸機能䛾䛺

䛛䛷教育実践䜢動䛛䛧䚸方向䛵䛡䜘䛖䛸䛩䜛社会的

諸力䜢研究䛾対象䛸䛧䚸䛭䜜䜙䛜教育䜢志向䛩䜛必

然性䚸䛭䛾性質䚸作用䛩䜛道筋䜢明䜙䛛䛻䛩䜛䛣䛸䜢

主要䛺任務䛸䛩䜛䜒䛾䛃䛸規定䛧䛶䛔䜎䛩䚹䜎䛯䚸䛭䜜

䛿䚸䛂䛄教育社会学䛅䛾䛒䜛䜉䛝姿䛰䛸考䛘䜛䜒䛾䛃䛸䜒

述䜉䛶䛔䜎䛩䠄城丸䛄䜔䛥䛧䛔教育学䛅上䚸1978年䠅䚹 

私䛿䚸䛔䜎䚸䛣䛾城丸教育学構想䛸䜚䜟䛡教育政

策学䛾䛒䜚方䜢䛒䜙䛯䜑䛶積極的䛻吟味䛧䚸深䜑䛶

䛔䛟必要䛜䛒䜛䛸思䛳䛶䛚䜚䜎䛩䚹 

䛸䛣䜝䛷䚸䛥䛝䛾 3.11 東日本大㟈災䛿強烈䛺容易

䛻䛿受䛡䛸䜑䛝䜜䛺䛔䜋䛹䛾衝撃䜢私䛯䛱䛻䛒䛯䛘

䛶䛔䜎䛩䚹䜎䛥䛻未曾有䛾䚸有史上初䜑䛶䛾䇾現代的

䛺広域巨大複合災害䇿䛸呼䜆䜉䛝䜒䛾䛷䛩䚹被災後

䛩䛷䛻半年䛜䜈䛯今日䚸䛺䛚原発事故䛿収束䛷䛝

䛪䚸避㞴者䛿䠍䠌万人䜢数䛘䚸復興䛾道筋䜒定䛛䛷䛿

䛒䜚䜎䛫䜣䚹䛂災害䛿社会䛾深部䜢抉䜚出䛩䛃䛸䛔䜟

䜜䜎䛩䚹䛂抉䜚出䛥䜜䛯䛃日本社会䛾䚸䛥䜙䛻䜾䝻䞊䝞

䝹化䛧䛯国㝿社会䛾諸問㢟䜢直視䛧䛶䚸䛭䜜䜙䜢克

服䛩䜛困㞴䛺課㢟䛻一人䜂䛸䜚䛜立䛱向䛛䛖䛣䛸䛜

求䜑䜙䜜䛶䛔䜎䛩䚹 

教育䛸教育政策䛾分野䜒例外䛷䛿䛺䛔䛷䛧䜗䛖䚹本

学会䜒固有䛾研究的役割䜢䜘䜚明䜙䛛䛻䛧䛴䛴䚸䝎䜲

䝘䝭䝑䜽䛺教育政策研究䛾展開䜢䜑䛦䛧䛶力䜢合䜟

䛫䛶䛔䛝䜎䛧䜗䛖䚹䠄三上昭彦䞉明治大学䠅 
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ᇹ 19回大会Ტྺྶ大学Უが᧏催されました 

日本教育政策学会第 19回大会は佐久㛫正夫会員を実行委員㛗とし

て、琉球大学において「『地方分権』『地域主権』下の教育政策を

問う」を大会テーマとして、2011年 7月 2 日㹼3 日に㛤催されまし

た。7月 1日午後には米㌷基地と地域の現状を知る特別企画が実行

委員会有志によって用意されました。自由研究発表は 19 本、懇親

会では勇壮なエイサー、伸びやかな島唄などもあり、充実した大会

となりました。準備いただいた嘉納英明、岩橋法㞝、岩崎保㐨、㔠

城文㞝、田中洋の各会員及び当日精力的にお世話いただいた琉球大

学の学生㝔生の皆さんに感謝申し上げたいと思います。 

なお来年度の学会大会は東京学芸大学㸦東京㒔小㔠井市㸧を会場

に、2012年 7月 7㺃8日に㛤催の予定です。 

年報第 19 号䛾投稿原稿(投稿論文䚸教育政策
䝣䜷䞊䝷䝮)䜢以下䛾要㡿䛷募㞟䛔䛯䛧䜎䛩䚹 
 
1䚸申䛧込䜏期限    2011年 10月 10日 (必着) 
2䚸申䛧込䜏方法 
 氏名䚸所属䚸住所䚸㟁話䚸䝣䜯䝑䜽䝇䚸E 䝯䞊䝹䜰䝗䝺䝇䚸投稿

論文䜎䛯䛿教育政策䝣䜷䞊䝷䝮䛾別䚸論稿㢟目䜢明記䛧䛶䚸下

記 2 䜹所䛾 E 䝯䞊䝹䜰䝗䝺䝇䛻䚸䝍䜲䝖䝹(件名)䜢䛂年報第 19
号投稿希望䛃䛸䛧䛶䛂日本教育政策学会年報編㞟委員会䛃宛䛻

申䛧込䜣䛷下䛥䛔䚹 
 hirose䛒䛳䛸 isc.senshu-u.ac.jp   䛚䜘䜃 
 earai䛒䛳䛸 shinshu-u.ac.jp  
䠆上記二䛴䛾䜰䝗䝺䝇䛸䜒䚸䛂䛒䛳䛸䛃䜢䠜䛻変䛘䛶下䛥䛔䚹 
 
 申込者䛻対䛧䛶䛿䚸24 時間以内䛻䝯䞊䝹䛷申䛧込䜏確認䛾
返信䜢䛧䜎䛩䚹受付確認䝯䞊䝹䛜届䛛䛺䛔場合䛻䛿䛤一報下䛥

䛔䚹 

 䛺䛚䚸郵送䛷䛾申䛧込䜏䜢䛤希望䛾方䛿䚸下記原稿送付先

(編㞟幹事)䛻申䛧込䜣䛷下䛥䛔䚹受㡿䛾返信䛜必要䛺方䛿宛
先䜢明記䛧䛯返信用䛾䛿䛜䛝䜢添䛘䛶下䛥䛔䚹 
 
3䚸原稿締䜑切䜚 
 投稿論文䚸教育政策䝣䜷䞊䝷䝮䛾原稿締䜑切䜚䛿 2012 年
1月 10日(必着)䛷䛩䚹 
 必要書㢮一式(䛂投稿䞉執筆要㡿䛃参照)䜢同封䛾䛖䛘䚸下記
宛䛻郵送䛷䛚送䜚下䛥䛔䚹 
  送付先 䛈390-8621 長野県松本市旭 3-1-1 
  信州大学 全学教育機構 教職教育部 荒井英治郎気付 
      日本教育政策学会年報編㞟委員会 
 
4䚸投稿䛻䛒䛯䛳䛶䛿䚸年報第 18 号巻末䛻記載䛥䜜䛶䛔䜛
䛂投稿䞉執筆要㡿䛃䜢熟読䛥䜜䜛䜘䛖䛚㢪䛔䛔䛯䛧䜎䛩䚹䛂投稿䞉

執筆要㡿䛃䛿 2009 年 5 月䛻改訂䛥䜜䛶䛔䜎䛩䛾䛷䚸年報第
18号䛻記載䛥䜜䛶䛔䜛改定後䛾䜒䛾䜢䛚使䛔下䛥䛔䚹 

公㛤シンポジ

ウムのᵝ子 
᠓ぶ会にて 
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 公開䝅䞁䝫䝆䜴䝮䛿䚸䛂沖縄䛛䜙地方䛾教育政策䛸格差䜢問䛖䛃䛸㢟䛧䛶行䜟䜜䛯䚹大会䝔䞊䝬䛷䜒䛒䜛䛂䛄地方分

権䛅䛄地域主権䛅下䛾教育政策䜢問䛖䛃中䛷䚸国䛛䜙地方䜈行政䝃䞊䝡䝇䛾実施䛜委䛽䜙䜜䜛䛸䚸各自治体䛾財政的

事情等䛻䜘䛳䛶䚸地域格差䛜拡大䛩䜛䛣䛸䛜懸念䛥䜜䜛䚹䛭䛾現状䛻䛴䛔䛶䚸沖縄䜢中心䛻共通認識䜢深䜑䜛䛸䛸䜒

䛻䚸䛭䜜䜢打開䛩䜛䜘䛖䛺手掛䛛䜚䜢探䜚䛯䛔䛸䛔䛖䛾䛜䚸本䝅䞁䝫䝆䜴䝮䛾趣旨䛷䛒䛳䛯䚹 

 䝅䞁䝫䝆䝇䝖䛿䚸渡名喜庸安氏䠄琉球大学大学院法務研究科䠅䚸山内優子氏䠄元沖縄県中央児童相談所長䠅䚸鈴木

光次郎氏䠄前沖縄県教職員組合書記長䠅䚸中嶋哲彦氏䠄名古屋大学大学院䠅䚸以上䛾 4名䛻䛚㢪䛔䛧䛯䚹䜎䛪䚸行政

法䛾専門家䛷䛒䜛渡名喜氏䛻䛿䚸䛂地方分権䞉地域主権改㠉䛸自治体䞉住民䛃䛻䛴䛔䛶御報告䛔䛯䛰䛝䚸改㠉䛾内

容及䜃䛭䛾影㡪䜢䜎䛸䜑䛶䛔䛯䛰䛔䛯䚹次䛻䚸山内氏䛻䛿䛂沖縄䛾子䛹䜒䛾貧困䛸福祉行政䛾貧困䛃䛻䛴䛔䛶䚸福祉

行政䛻携䜟䛳䛯経㦂䛻基䛵䛔䛶䚸戦後䛛䜙現在䛻至䜛沖縄特有䛾事情䜢御報告䛔䛯䛰䛔䛯䚹䛴䛵䛔䛶䚸鈴木氏䛻

䛿䚸䛂追䛔詰䜑䜙䜜䛶䛔䜛沖縄䛾教職員䛾今䛃䛻䛴䛔䛶䚸県教職員組合䛾前書記長䛸䛧䛶活躍䛧䛯経㦂䛛䜙䚸豊富䛺

䝕䞊䝍䛻基䛵䛔䛶御報告䛧䛶䛔䛯䛰䛔䛯䚹最後䛻䚸中嶋氏䛻䛿䚸教育行政䛾研究者䛾立場䛛䜙䚸䛂新自由主義的教

育政策䛾展開䛸公教育䛾現状䛃䛻䛴䛔䛶䚸全国的䛺問㢟状況䛸䛭䛾背景䜢明解䛻整理䛧䛶䛔䛯䛰䛔䛯䚹 充実䛧䛯

4人䛾報告䛻対䛧䛶䚸参加者䛛䜙䜒多䛟䛾質問及䜃意見䛜寄䛫䜙䜜䚸活発䛺質疑ᛂ答䛜䛺䛥䜜䛯䚹䝅䞁䝫䝆䝇䝖及䜃

参加者䛩䜉䛶䛾御協力䛻感謝申䛧上䛢䛯䛔䚹䜒䛳䛸䜒䚸䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䞊䛾不手㝿䜒䛒䜚䚸十分䛺議論䛾時間䛜確保

䛷䛝䛺䛛䛳䛯䛾䛿残念䛷䛒䛳䛯䚹皆様䛾御寛恕䜢䛚㢪䛔䛩䜛次第䛷䛒䜛䚹 

 䛺䛚䚸途中休憩䛻入䜛㝿䚸学生 2人䛜島唄䜢披㟢䛧䛯䚹参加者䛾気持䛱䛜ᑡ䛧䛷䜒和䜣䛰䛣䛸䜢㢪䛖䚹 

䠄嘉納英明䞉田中洋䠅 

 

自由研究発表分科会 A 
第㸯分科会では、㏆藤健一㑻氏㸦北海㐨大

学㸧「第二次小学校令下の沖縄教育制

度」、前原健二氏㸦東京学芸大学㸧「ドイ

ツにおける「教育の正義」論議の展㛤

―”Aktionsrat Bildung”報告書㸦㸰㸮㸮

㸵㸧以㝆を中心に―」、三上昭彦氏㸦明治

大学㸧「民主党教育政策の形成㐣程と日本

国教育基本法案」の㸱件の発表が行われ

た。テーマはそれぞれであるが、教育制度

の原理を解明しようとする基本的な問㢟㛵

心が共㏻する熱心な報告ぞろいであった。

㏆藤氏は第二次小学校令期㸦明治㸰㸱年㸫

明治㸱㸱年㸧の沖縄における小学校制度形

成の特質を明らかにすることが、沖縄と日

本との㛵係のなかでの相互の制度形成の性

質に㏕ることでもあるとする課㢟を示し

た。前原氏は「教育の機会均等」概念の再

編成を意図した研究の一環として、ドイツ

におけるこうした課㢟意識と㔜なる問㢟を

提起する表㢟の報告書を考察した。三上氏

は民主党の教育政策形成㐣程の特質を㋃ま

えて日本国教育基本法案の検討を行い、教

育基本法制の将来を見㏻すことを試みた。

分科会参加者がᑡなかったこともあり、討

論は報告者と司会者を含む参加者との㛫を

行き来する興味深いものとなった。 

㸦田子 健・日本女子体育大学㸧 

 
 

自由研究発表分科会 B 
 分科会 Bは、①古市好文会員による「私立中㧗校におけ

る研修―教師が成㛗するという全体構㐀について―」、②

外岡博之会員による「教職実践演習の成立㐣程―中央教育

審議会の審議を手がかりに―」、③姉㷂洋一会員による

「北海㐨における教職員に対する「服務規律調査」「㏻報

制度」と教育政策・教育法的検証」、④尾崎公子会員によ

る「オバマ政権下の教員政策㸫㺀マディソンの反乱㺁とフィ

ランソロキャピタリズムの台㢌㸫」の㸲名の発表が行われ

た㸦以上、発表㡰㸧。司会は新井秀明㸦横浜国立大学㸧、

岩崎保㐨 (琉球大学)が担当した。 

 ①古市会員より学校教員におけるキャリア形成支援の㔜

要性などの問㢟意識や研修の意義が㏙べられた。そのうえ

で㤳㒔圏中㧗校㛗を対象とした教員研修などに㛵するイン

タビューの分析が報告された。 

 ②外岡会員からは教職実践演習の成立㐣程について、中

央教育審議会における審議の説明があった。これらを整理

したうえで、教職実践演習における問㢟点や今後の課㢟点

が報告された。 

 ③姉㷂会員からは「北海㐨において教員と教育への政治

的介入が行われている」との課㢟提起があった。同会員

は、この件に㛵する問㢟や矛盾を洗い出し、教員統制・教

育介入の課㢟点を報告した。 

 ④尾崎会員よりアメリカにおけるフィランソロキャピタ

リズムなどの改㠉動因やマディソンの反乱、オバマ政権の

教員政策の説明があった。そのうえで、公的㒊㛛における

人事管理のリモデルについての報告がされた。 

 フロアからは各報告に対する質疑が積極的に行われ、内

容のある充実した討論が交わされた。 

㸦新井秀明・横浜国立大学㸸岩崎保㐨・琉球大学㸧 

 

公᧏シンポジウムᲴඌጃから地૾の૙Ꮛ૎ሊと఍差を問う 
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ᛢ᫆ᄂᆮᲴ品川の૙Ꮛો᪃の౨ᚰ―ᐯ඙体ႆの૙Ꮛો᪃をどのようにᙸ

るか 
 今回䛾課㢟研究䛷䛿䛂政治主導䛃䛾声䛸䛸䜒䛻大䛝䛟変化䛧䛶䛔䜛自治体䝺䝧䝹䛾教育政策䞉行政䛾一䛴䛾事

例䛸䛧䛶東京都䞉品川区䜢䛸䜚䛒䛢䜎䛧䛯䚹佐貫浩䞉押田貴久䛾両会員䛛䜙報告䜢䛔䛯䛰䛝䚸䛭䜜䜢受䛡䛶指定

討論者䛾荒井文昭会員䛛䜙䛂教育政治学䛃的観点䛛䜙䝁䝯䞁䝖䛧䛶䛔䛯䛰䛝䚸䛭䛾後䝣䝻䜰䜢䜎䛨䛘䛶活発䛻議

論䛜交䜟䛥䜜䛯䚹 

 佐貫会員䛛䜙䛿䚸䛂品川䛾学校䛷何䛜起䛣䛳䛶䛔䜛䛾䛛䛃䛸㢟䛧䛶䚸佐貫会員䛾最近著䛄品川䛾学校䛷何䛜起

䛣䛳䛶䛔䜛䛾䛛䛅䠄花伝社䠅䜢䜅䜎䛘䛶䚸䠄䠍䠅自治体教育改㠉䛾急激䛺進展䛾中䛷䚸䛣䜜䜎䛷形成䛥䜜䛶䛝䛯䛄共

通䛾土俵䛅䛸䜒䛔䛖䜉䛝教育学的䛺規範䛜最低限䛾䝷䜲䞁䜢逸脱䛧䛶無法化䛧䛶䛔䜛状態䚸䠄䠎䠅地方教育行政

䜢吟味䛩䜛方法論䛾必要性䚸䠄䠏䠅教育行政学䚸教育政策学䛾学問的責任䚸䛸䛔䛖問㢟関心䚸品川区䛾教育改

㠉施策䛾中䛾学校選択制及䜃小中一貫校䛻䛴䛔䛶䚸具体的䛺䝕䞊䝍䛻基䛵䛔䛯検討䚸教育長䜢中心䛸䛧䛯改

㠉䛾手法䛾検討䚸䛺䛹䛜示䛥䜜䛯䚹特䛻䚸教育改㠉䛾施策䛾功罪䜢検証䛩䜛䛯䜑䛻䛿明確䛺理論的根拠䜔評

価䛾観点䛜示䛥䜜䛺䛡䜜䜀実䜚䛒䜛議論䛜成䜚立䛯䛺䛔䛸䛔䛖䛣䛸䛜熱䛟厳䛧䛟語䜙䜜䛯䚹 

 押田会員䛛䜙䛿䛂自治体教育改㠉䛻䛚䛡䜛教育委員会䛾役割䛃䛸㢟䛧䛶䚸主䛻区䛾政策形成過程䛻䛚䛡䜛䜻

䞊䝟䞊䝋䞁䛻対䛩䜛直接的調査䛾䝥䝻䝉䝇䛜紹介䛥䜜䛯䚹㤳長䚸各教育委員䚸教育委員会事務局特䛻指導主

事䛺䛹䛾関䜟䜚䛜区䛾教育政策䛾形成䛻関䜟䛳䛶䛔䛯䛣䛸䚸䛭䜜䜖䛘研究者䜒䛭䛖䛧䛯複㞧性䜢䜅䜎䛘䛯䜰䝥

䝻䞊䝏䛜必要䛸䛥䜜䜛䛣䛸䛺䛹䛜述䜉䜙䜜䛯䚹 

 荒井会員䛛䜙䛿䚸結論的䛻大䛝䛟異䛺䜛評価䜢品川区䛾教育改㠉䛻対䛧䛶与䛘䛶䛔䜛佐貫会員䛾所論䛸䚸押

田会員䜒調査䛻加䜟䛳䛶䛔䛯品川区教育政策研究会䛾所論䛾違䛔䜢䛒䜛意味䛷䝯䝍䝺䝧䝹䛛䜙検討䛧直䛩観

点䛜示䛥䜜䛯䚹教育政策形成䛻関䜟䜛多様䛺䜰䜽䝍䞊䛾動䛝䜢具体的䛻捉䛘䜛䛣䛸䛸䚸䛭䜜䜢地方自治䜔教育

的専門性䛺䛹䛾䛂教育的価値䛃䛸䛛䜙䜑䛶考察䛾対象䛸䛩䜛䛣䛸䛸䛔䛖教育政治学的䛺研究䛾重要性䛜提案䛥

䜜䛯䚹 

 今回䛾課㢟研究䛿年度䜢通䛨䛶報告䜢積䜏重䛽䜛䛸䛔䛖䝇䝍䜲䝹䜢経䜛䛣䛸䛜䛷䛝䛺䛛䛳䛯䛜䚸二人䛾報告

者及䜃指定討論者䛻䜘䛳䛶事前䛻䝤䝺䜲䞁䝇䝖䞊䝭䞁䜾的䛺議論䛾場䜢設定䛧䚸当日䛾報告䛾噛䜏合䜟䛫䜢深

䜑䜛工夫䜢䛧䛯䚹日䚻䛤多忙䛾中䚸時間䜢䛥䛔䛶準備䛔䛯䛰䛔䛯報告者及䜃指定討論者䛾方䚻䛻感謝䛧䛯䛔䚹 

 大会日程最後䛾䝥䝻䜾䝷䝮䛷䛒䛳䛯䛜䚸多䛟䛾会員䛜最後䜎䛷残䜚䚸活発䛻議論䜒展開䛥䜜䛯䚹合䜟䛫䛶感

謝䛧䛯䛔䚹 

䠄前原健二䞉東京学芸大学䠅 

㸺分科会 C㸼 

分科会 C では「子ども・若者の支援政策」の主㢟に以下の 4本の報告があった。 

「現代日本におけるキャリア教育の政策展㛤」村上純一㸦東京大学 㝔生㸧 

「英国における子ども・若者支援行政の一元化の理論的背景に㛵する整理」安宅仁人㸦㓗㎰学園大学㸧 

「十代の妊娠対策 イギリスの総合的な社会的排㝖問㢟対策」広瀬裕子㸦専修大学㸧 

「スウェーデンにおける子ども・㟷ᑡ年行政の統合に㛵する研究」澤㔝由紀子㸦聖心女子大学㸧 

 

㸺分科会 D㸼 

分科会 D では「教育委員会と教育行政」をテーマに 4件の報告があった。 

「市町村教育委員会の組織㐠営」佐々木幸寿㸦東京学芸大学㸧 

「ポスト 55 年体制下の知事―教育委員会㛵係㸸㫽取県片山県政を中心に」横井敏㑻㸦北海㐨大学㸧 

「平成の市町村合併後の地方における市町村立小中学校の統廃合に㛵する一考察」武者一弘㸦信州大

学㸧 

「規制改㠉における学校の多様化政策への文㒊科学省の対応―コミュニティ・スクールの法制化に焦点

を当てて」内山絵美子㸦筑波大学 㝔生㸧 

 

㸺分科会 E㸼 

「『心のノート』の導入㐣程に㛵する研究Ⅱ」㧗橋潤子㸦福岡大学 㝔生㸧 

「ノルウェーの知識向上教育政策―2010年夏の見聞」北川㑥一㸦元大学教員㸧 

「セルフヘルプ・グループにおける㸺当事者>と㸺代行者㸼―㞀碍のある子どもをもつ「親の会」に着

目して―」武井哲㑻㸦東京大学 㝔生㸧 

「戦後の家族政策と子どもの㣴育」広井多㭯子㸦実践女子大学㸧 

分科会 E では上記 4本の報告があった。 
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ᇹ 7回役員ᢠ挙のኽௐ及び役員ሁの体制 

第 7期会㛗及び理事㑅挙㸦㑅挙管理委員会委員㛗㸸澤㔝由紀子会員㸧は 2011 年 4 月 23日

から 5月 14 日にかけて投票が行われ、以下のような結果となりました。 

 

会㛗 

当㑅㸸三上昭彦 㸦次点㸸蔵原清人㸧 

 

全国理事㸦定数 4㸧 

当㑅㸸勝㔝正章、中島哲彦、坪井由実、広瀬裕子 㸦次点者㸸前原健二㸧 

 

地方区理事㸦北海㐨・東北、定数 2㸧 

当㑅㸸姉崎洋一、玉井康之  㸦次点者㸸廣田健㸧 

 

地方区理事㸦㛵東、定数 8㸧 

当㑅㸸荒井文昭、大桃敏行、喜多明人、蔵原清人、浪本勝年、 

広井多㭯子、前原健二、米田俊彦 㸦次点㸸田子健㸧 

 

地方区理事㸦甲信・東海・北㝣、定数 2㸧 

当㑅㸸㏆藤正春、武者一弘  㸦次点者㸸畑潤㸧 

 

地方区理事㸦㏆畿、定数 2㸧 

当㑅㸸尾崎公子、八木英二  㸦次点者㸸国祐㐨広㸧 

 

地方区理事㸦中国・四国・九州・沖縄、定数 2㸧 

当㑅㸸岡本徹、元井一㑻  㸦次点㸸佐久㛫正夫㸧 

 

なお投票率は 51.9㸣でした。 

第 7 期役員体制について 
 

上記㑅挙結果に即し、次のような体制で第 7期の学会㐠営を㐍めていくこととなりまし

た。 

 

会㛗 三上昭彦㸦明治大学㸧  

 

事務局㛗 前原健二㸦東京学芸大学㸧 

 

常任理事 勝㔝正章、中島哲彦、坪井由実、広瀬裕子、荒井文昭、大桃敏行、 

喜多明人、蔵原清人、浪本勝年、広井多㭯子、前原健二、米田俊彦 

 

監査 㛵啓子㸦一橋大学㸧 新井秀明㸦横浜国立大学㸧 

 

 

年報編㞟委員会委員㛗 広瀬裕子㸦専修大学㸧  

年報編㞟委員会幹事 荒井英治㑻㸦信州大学㸧 
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ൿም及び予ምについて 

【日本教育政策学会 2010 年度決算㸦2010 年 4 月 1 日㹼2011 年 3 月 31 日㸧】 
㸦単位 円㸧 
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【日本教育政策学会 2011 年度予算㸦2011 年 4 月 1 日㹼2012 年 3 月 31 日㸧】 
㸦単位 円㸧 

㸨㐠営㛵係費新規㡯目のウェブサイト維持費㸦新規費目㸧について 
 現在、日本教育政策学会のウェブサイトは国立情報学研究所が学協会に対して無償

で提供しているサーバー上に置かれているが、同研究所の業務の見直しにより 2013 年

3 月をもってこのサービスが廃止されることが決定している。そのため別㏵ウェブサイ

トの設置するサーバー等の設置ないし借用が必要となる。本費目はそのための支出を

計上するものである。なおこれを機に、ウェブサイトの有効活用について検討を㐍め

るべく、次期常任理事会及び事務局に対して申し㏦りをする。 

 

 

上記予算が大会総会において承認されました。 

 

また、予算としては直接反映されておりませんが、本学会が㛫もなく創立 20周年を㏄

えることに㚷み、創立 20 周年記念の企画を常任理事会を中心に検討していくことが補

足報告されました。 
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䛆会費䛾納入䛻䛴䛔䛶䛇 

本年度䛾年報送付䛻㝿䛧䛶䚸会費納入䛾䛚㢪䛔

䜢同封䛔䛯䛧䛶䛚䜚䜎䛩䚹未納䛾方䛿䛺䜛䜉䛟早期

䛻納入䜢䛚㢪䛔䛔䛯䛧䜎䛩䚹年会費䛿一般会員

8000 円䚸学生院生会員 5000 円䛷䛩䚹納入状況䛻

䛴䛔䛶䛿事務局䜎䛷䛔䛴䛷䜒䛚䛯䛪䛽下䛥䛔䚹 

郵便振替口座 

口座記号 䠌䠌䠍䠒䠌䠉䠎䠉䠒䠏䠌䠑䠕䠒 

加入者名 日本教育政策学会 

 

䠘事務局䛛䜙䠚 
䕿前第 6期䛾途中䛛䜙事務局長䜢拝命䛧䚸今期継続䛷
事務局長䜢䛩䜛䛣䛸䛻䛺䜚䜎䛧䛯䚹前期䛿不慣䜜䠇怠慢

䛷䚸ᑡ䛺䛛䜙䛼会員䛻䛤迷惑䜢䛚䛛䛡䛔䛯䛧䜎䛧䛯䚹今

期䛿䝢䞁䝏䝠䝑䝍䞊気分䜢払拭䛧䚸䛺䜛䜉䛟会員䛾皆䛥䜣

䛻䛤迷惑䜢䛛䛡䛺䛔䜘䛖䛻業務䜢進䜑䜘䛖䛸思䛳䛶䛔䜎

䛩䚹手始䜑䛻䚸懸案䛷䛒䜚䜎䛧䛯䜴䜵䝤䝃䜲䝖䛾引䛳越䛧

䛸機動性䛾確保䚸有効活用䛻手䜢䛴䛡䛶䛔䜎䛩䚹 
䕿本学会䛿規模䛣䛭小䛥䛔䜒䛾䛾䝺䝧䝹䛾㧗䛔学会誌

䜢有䛧䛶䛔䜎䛩䚹年次学会大会䛾内容䜔通年的䛺

企画䛻䛴䛔䛶䚸本学会䛺䜚䛾特徴䜢䛔䛛䛧䛯工夫

䛜䛒䜚得䜛䛾䛷䛿䛺䛔䛛䛸思䛔䜎䛩䚹䛤意見䛺䛹䛚

気軽䛻䛚寄䛫下䛥䛔䚹 
䕿2012年度䛾学会大会䛿東京学芸大学䛷開催䛔
䛯䛧䜎䛩䚹大㟈災䛾影㡪䛜䛹䛾程度残䜛䛛未知数

䛷䛩䛜䚸多䛟䛾方䛾参加䜢䛚㢪䛔䛔䛯䛧䜎䛩䚹 

䠘学会事務局䠚 

会長 浪本勝年䠄立正大学䠅 

事務局長 前原健二䠄東京学芸大学䠅 

  

䛊事務局所在地䛋 

184-8501 東京都小金井市貫井北町 4-1-1 
東京学芸大学教員㣴成䜹䝸䜻䝳䝷䝮開発研究䝉䞁䝍䞊 

前原健二研究室気付 

㟁話 042-329-7781  

E-MAIL : jasep2009@gmail.com 

  

䠘学会事務局䠚 

会長 三上昭彦䠄明治大学䠅 

事務局長 前原健二䠄東京学芸大学䠅 

  

䛊事務局所在地䛋 

184-8501 東京都小金井市貫井北町 4-1-1 
東京学芸大学教員㣴成䜹䝸䜻䝳䝷䝮開発研究䝉䞁䝍䞊 

前原健二研究室気付 

㟁話 042-329-7781  

E-MAIL : jasep2009@gmail.com 

  

常任理事会の記㘓 

第 89回㸦第 6期 14回㸧 

日時 4月 9日㸦土㸧 

午後 2時から 4時 

主な議㢟 

・会㛗及び理事㑅挙㛵㐃 

・琉球大学大会の準備状況 

・課㢟研究について 

・編㞟委員会報告 

・入会申し㎸みの承認 

第 90回㸦第 6期 15回㸧 

日時 6月 18日㸦土㸧 

午後 2時から 4時 

主な議㢟 

・会㛗及び理事㑅挙結果の報告 

・大会総会の議案審議 

・今後の学会㐠営について 

・琉球大学大会の準備状況 

・編㞟委員会報告 

・入会申し㎸みの承認 

㸨会場はすべて立正大学㸦大崎キャ

ンパス㸧2号㤋 901室 

【学会ウェブサイトのアドレス変᭦のお▱らせ】 
すでにお▱らせしてまいりました㏻り、国❧᝟報学◊✲ᡤのᴗ務のぢ┤しに伴って

ᚑ᮶のウェブサイト㸦http://wwwsoc.nii.ac.jp/jasep/㸧を⛣㌿することになりま
した。᪂しいアドレスは下グになります。10᭶ 1᪥からṇᘧ㐠⏝の予定です。 

http://www.jasep.jp/ 
 

内容の充実とᶵ動ᛶの☜保に努力したいとᛮいます。ウェブサイトのᵓᡂ、内容つ

いてのごពぢなど、お寄せいただければ幸いです。なおᚑ前のアドレスは᮶年 3᭶
まで保ᣢされ、᪂アドレスへのリンクが᫂グされる予定です。 

᪂入会員㸦2011年 4᭶以㝆㸧 

図  
圓入ᬛ仁『ᾏὒ少年団の⤌⧊とά動 ᡓ前の♫会ᩍ⫱実㊶史』九州

大学出∧会 
大塚学ᰯ⤒営◊✲会『学ᰯ⤒営◊✲』➨ 36巻 
㕥ᮌᩄṇ⦅ⴭ『᤼㝖型♫会と⏕ᾭ学⩦ ᪥ⱥ㡑の基♏ᵓ㐀分ᯒ』北

ᾏ㐨大学出∧会 
ᮧ上♸介『ᩍ⫱⾜ᨻのᨻ἞学』ᮌ㚫♫ 
岩崎保㐨⦅ⴭ『大学ᨻ⟇ㄽ』 大学ᩍ⫱出∧ 
岩崎保㐨、⚾❧学ᰯ再⦅・再建◊✲会『学ᰯの再⦅と再建』 商事

ἲ務 
㯮ᰗ修一『⌧代イギリスのᩍ⫱ㄽ―⣔㆕とᵓ㐀』 クレス出∧ 
 
 


